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化学物質等排出量
１． 実験系廃棄物の処分状況 

 本学の各研究室等から排出される実験系廃棄物は，廃棄物の種類ごとに分類・収集し，無機系実験廃液に

ついては自前処理，その他の廃棄物については外部委託処分を行っています。廃棄物の分類は，排出者責任

や環境保全意識向上活動の一環として，排出者である研究室等ごとに教職員・学生が行っており，適切な化

学物質の管理ができるように講習・研修会を適宜開催し，本学の構成員全体で化学物質による環境負荷の削

減に取り組んでおります。 

平成 29 年度に各研究室等から排出された実験系廃棄物の種類ごとの収集実施日数は，有機系廃液が 103

日，無機系廃液が 57 日，有害固形物廃棄物が 86 日，写真系廃液が 13 日，不要薬品が 6 日および動物実験

関係の廃棄物が 100 日でした。廃棄物ごとの排出・処分量の推移を下図に示します。 
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２． PRTR 法及び茨城県条例への対応 

 化学物質管理促進法（PRTR 法，平成 11 年 7 月 13 日法律第 86 号，平成 13 年 4 月 1 日施行），同法改正

施行令（平成 20 年 11 月 21 日政令第 356 号）及び茨城県生活環境保全等に関する条例（平成 17 年 3 月 24

日茨城県条例第 9 号）に基づき，PRTR 法の第一種指定化学物質（462 物質）と茨城県知事の定める化学物

質のうち平成 28 年度の年間取扱量が 100kg 以上のものについて排出量・移動量を把握しました。平成 29

年度の年間取扱量が 100kg 以上となった化学物質は 10 物質でした。これら 10 物質のうち，年間取扱量が

1t 以上（PRTR 法届出要件に該当する第一種指定化学物質）となったものは，昨年度同様クロロホルム，ジ

クロロメタン，キシレン，n-ヘキサンの 4 物質でした。化学物質による地域への環境リスク低減のために，

また大学内の作業環境における健康リスク軽減のためにも化学物質の移動量・排出量を把握し，化学物質の

リスクアセスメントを的確に行っていきます。 

 

PRTR 法及び茨城県条例に基づく届出化学物質の排出量・移動量            ［単位：kg/年］ 

 

PRTR 法の届出化学物質 茨城県指定化学物質 
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３． 規制の遵守状況（排水の水質測定状況） 

  筑波大学における水質関係の環境規制としては、下水道法及びつくば市下水道条例、並びに水質汚濁防止

法による、排出水（汚水、雨水）及び地下浸透水についての水質規制があります。排出水の系統は、生活系

排水、実験系洗浄排水、雨水の三系統に分流されています。実験系洗浄排水系統については、つくば市下水

道条例などの法令遵守のために排水分析、実験系洗浄排水再利用のため処理（中水化処理）後の中水分析を

常時実施しています。平成 29 年度の排水と中水の水質測定結果の概要を次表に示します。 

水質汚濁防止法の改正により有害物質を取り扱う実験室は有害物質使用特定施設としての届出と特定施

設の定期的な検査を行うとともに、とりわけ、有害物質を含む濃厚廃液の漏えいが起きないように適切な保

管、処分が求められています。学内から発生する有害物質管理の拠点として無機系廃液処理施設は平成 29

年度も有効に機能しました。 

 

平成 29 年度の水質測定結果（最小値～最大値）         ［単位：mg/L（記載のない項目）］ 

項目 中地区実験系

洗浄排水 

中地区処理水

（中水） 

医学地区実験

系洗浄排水 

医学地区処理

水（中水） 

基準値*1 

透視度 38.5～>50.0cm >50cm 9.4～>50.0cm >50cm  

温度 12.8～23.0℃ 12.8～25.0℃ 11.0～23.0℃ 11.0～22.0℃ <45℃ 

アンモニア性窒素、亜硝酸

性窒素及び硝酸性窒素 
0.6～3.7 0.2～3.3 0.7～42.0 1.7～7.3 <380 

水素イオン濃度(pH) 7.7～8.1 7.3～7.7 7.2～7.7 7.3～7.7 5～9 

生物化学的酸素要求量

（BOD） 
4.5～11 不検出～0.9 2.7～23 0.6～2.0 <600 

化 学 的 酸 素 要 求 量  

（COD） 
1.7～4.9 0.9～1.7 3.1～7.7 不検出～1.3  

浮遊物質量 5.0～7.0 不検出～1.4 不検出 不検出～1.0 <600 

ヘキサン抽出物質含有量 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦5 

ヨウ素消費量 不検出～8 不検出～1 不検出～1 不検出～3 ≦220 

カドミウム及びその化合

物 
不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.03 

全シアン化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 N.D. 

有機燐化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 N.D. 

鉛及び化合物 不検出～0.01 不検出 不検出～0.02*2 不検出 ≦0.05 

六価クロム化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.05 

ヒ素及びその化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.01 

水銀及びアルキル水銀そ

の他の水銀化合物 
不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.0005 

アルキル水銀化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 N.D. 

ポリ塩化ビフェニル 不検出 不検出 不検出 不検出 N.D. 

トリクロロエチレン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.03 

テトラクロロエチレン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.01 

ジクロロメタン 不検出～0.013 不検出 不検出～0.002 不検出 ≦0.02 

四塩化炭素 不検出 不検出～0.001 不検出 不検出 ≦0.002 

1,2-ジクロロエタン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.004 



1,1-ジクロロエチレン 不検出 不検出～0.001 不検出 不検出 ≦0.1 

シス-1,2-ジクロロエチレ

ン 
不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.04 

1,1,1-トリクロロエタン 不検出 不検出～0.001 不検出 不検出～0.001 ≦1 

1,1,2-トリクロロエタン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.006 

1.3-ジクロロプロペン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.002 

チウラム 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.006 

シマジン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.003 

チオベンカルブ 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.02 

ベンゼン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.01 

セレン及びその化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.01 

ホウ素及びその化合物 不検出 不検出 不検出～0.23 不検出 ≦1 

フッ素及びその化合物 不検出～0.1 不検出～0.1 不検出～0.1 不検出～0.1 ≦8 

1,4-ジオキサン 不検出～0.005 不検出 不検出 不検出 ≦0.05 

フェノール類 不検出～0.006 不検出 不検出～0.007 不検出 ≦0.5 

銅及びその化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦3 

亜鉛及びその化合物 不検出 不検出 不検出～0.1 不検出 ≦2 

鉄及びその化合物（全鉄） 不検出～0.6 不検出～0.1 不検出～0.7 不検出 ≦10 

マンガン及びその化合物 不検出～0.3 不検出 不検出～0.1 不検出 ≦1 

クロム及びその化合物 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦1 

塩ビモノマー 不検出 不検出 不検出 不検出 0.002 

トランス-1,2-ジクロロエ

チレン 
不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.04 

クロロホルム 不検出～0.034 0.003～0.013 不検出～0.004 不検出～0.002 ≦0.06 

1,2-ジクロロプロパン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.06 

トルエン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.6 

m-キシレン，p-キシレン 不検出 不検出 不検出 不検出 ≦0.4 

o-キシレン 不検出 不検出 不検出～0.002 不検出 ≦0.4 

*1 N.D.：検出されないこと *2 処理水は不検出だった 

 



１．排出削減計画と体制 

本学では、平成２８年度３月に｢筑波大学における

温室効果ガス排出抑制等実施計画｣を策定し、二酸化

炭素（温室効果ガス）排出量の削減目標として、平

成２５年度を基準として平成３３年度までに二酸化

炭素排出原単位※1 を１２．７%（年平均１．６%）

削減することを定めています。 

平成２９年度は、基準の平成２５年度からは１

２．１％減少となり、目標どおりに削減出来まし

た。 

年度別二酸化炭素排出原単位の削減目標及び実績 

※１二酸化炭素排出原単位＝二酸化炭素（温室効果ｶﾞｽ）排出量÷建物延べ面積

また、エネルギー管理体制としては、平成２９年３

月にエネルギー管理規則を制定し、全学を挙げ地球温

暖化対策とエネルギー対策を一体的に取り組む体制を

定め、地球温暖化対策及びエネルギー対策に関する審

議機関として環境・エネルギー対策委員会を設置して

います。 

筑波大学エネルギー管理体制 

２．温室効果ガス排出量 

 平成２９年度の温室効果ガス排出量は、前年度に比

べて総量で約４%減少しました。減少した要因として

は、冬季（３月）が温暖な気候（平均気温：平成２９

年３月：６．８℃→平成３０年３月：１０．２℃）だ

ったため、暖房の使用が減少したことが挙げられます。 

３．削減の取組 

（１）太陽光発電設備 

 再生可能エネルギーの導入を促進するため、平成２

０年度から太陽光発電設備の設置を進めており、平成

２９年度に太陽光発電設備を１０kW 設置しました。大

学全体では、総発電容量が１００１．８kw となりまし

た。 

（筑波キャンパス８５１．８kw、附属学校１４０kw、下田１０kw） 

これにより、平成２９年度は約４７０t の温室効果

ガス削減を図ることができました。  

１Ｄ棟屋上太陽光パネル 

（２）省エネ型照明器具への更新 

下記施設では、蛍光灯をＬＥＤ照明器具に更新し

ました。 

（中地区） １Ａ棟、１Ｂ棟、１Ｃ棟、１Ｈ棟、 

２Ａ棟 

（春日地区）７Ａ棟 

(千 ton-CO２) 

(kg-CO２/㎡) 

(年度) 

(年度) 

温室効果ガス排出量削減対策



 

１Ｈ棟照明改修によるＬＥＤ照明の設置 

 

（３）熱源設備基本計画に基づく対策 

筑波地区の冷暖房システムは、中央機械室から北・

中・南地区の各施設に高温水を利用した熱源供給によ

る大規模集中方式です。平成１４年３月に本学で策定

したキャンパスリニューアル計画により、熱源機器の

設備更新は大規模集中方式からブロック別集中方式及

び個別方式へ転換し、すべて完了した時点で中央の熱

源機器（ボイラー）を廃止することにしています。 

平成２９年度は、（中地区）共同研究棟Ｃを中央熱源

から分離して個別方式に転換しました。 

 
共同研究棟Ｃに個別方式空調機の設置 

なお、東日本大震災以降の電力需給逼迫の対応と

して、夏期の空調負荷による電力需要のピークカット

を図るために、講義室、研究室（教員室）等にはガス

を使用するガスヒートポンプ式空調機を導入していま

す。また、建物自体も外壁及び屋上に断熱材を設置し、

窓に複層ガラス（二重）を採用し、断熱性を向上させ

て空調負荷低減を図っています。 

 

１Ａ棟複層ガラス（二重）窓の設置 

（４）冷暖房の運転期間 

冷暖房の運転期間は、気象庁の中期予報などをも

とに、適切な期間を設定しています。３月は温暖な

気候だったため、暖房の運転期間を平成２８年度よ

りも短縮しました。（平成２８年度：３月３１日まで

→平成２９年度：３月９日まで） 

・冷房：平成２９年６月２７日～平成２９年９月１５日 

・暖房：平成２９年１１月２９日～平成３０年３月９日 

 

（５）節電の取り組み 

温室効果ガス排出量を削減する目的で、電気使用

量が増加する夏季と冬季は、それぞれ「省エネ・節

電行動計画」を策定し、全学を挙げて重点的に節電

活動を実施しています。 

また、附属学校の児童を対象に、省エネ・節電標

語を募集し、標語を学内各所に掲示することで、節

電に対する意識向上に努めました。 

 

（６）夏季一斉休業 

  夏季一斉休業は平成２３年度より毎年５日間連続

で実施しています。平成２９年度も５日間連続で実

施しました。平成２９年度の一斉休業による温室効

果ガス排出量削減効果は、次のとおりになります。 

・平成２９年度：８月１４日～１８日の５日間 

ＣＯ２削減量：２４０ｔ 

 

（７）クールビズの実施 

地球温暖化防止及び省エネルギーに資するため、 

５月１日から９月３０日までクールビズを実施し、

夏季の冷房温度の適正化と軽装を励行しています。 

   

（８）改正フロン法による取り組み 

「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関

する法律（平成１３年法律第６４号）」の改正により、

平成２７年４月１日からフロン類漏えい防止のため

の点検等が義務づけられています。 

１年間のフロン類の漏洩量が大学全体で算定漏洩

量１,０００（ｔ-CO２）以上となった場合には事業

所管大臣への報告が必要となります。平成２９年度

は１,０８１(ｔ-CO２)となり、文部科学省へ報告し

ました。 

今後、フロンの漏えいを抑止する観点から、老朽

した機器の計画的な更新を行っていく予定です。 



１. 電気・都市ガス・Ａ重油

平成２９年度の本学エネルギー消費量構成は、以下

の通りとなっています。 

平成２９年度の電気使用量は前年度と比べて１．６%

減少、都市ガス使用量は前年度と比べて５．１%減少し

ました。都市ガスは、空調用ガス炊きボイラーの運転

期間を前年度よりも短縮したことにより消費量が減少

しました。 
Ａ重油の使用量は前年度と比べて２８．９％増加し

ました。要因としては、自家発電設備のピークカット

運転の頻度が増加したこと等が考えられます。 

 

２．上水・中水 

上水は主に飲料用に供給しています。平成２９年度

は前年度に比較して使用量が４．７%減少しました。 

 筑波地区では､実験室から排出される３次洗浄水以

降の排水を実験系排水として中地区実験廃水処理施設

に集めて浄化し、トイレの洗浄水や、冷暖房設備の補

給水など非飲料系中水として再利用しています。 

中水使用量はこの実験系排水の処理水と井水の使用

量（筑波地区と医学地区の井水浄化水を除く）を合算

して中水使用量としています。 

医学地区は、平成２３年度から井水を浄化水として

使用し、筑波地区は平成２６年度から井水を浄化水と

して使用することで市水使用量の経費削減を図ってい

ます。一般の排水は雨水系統と汚水・雑排水系統の２

系統に分かれ、汚水・雑排水系統は公共下水道に排水

しています。また、平成２５年度に中央機械室及び春

日地区に井水浄化システムを導入しました。これによ

り災害時において、市水の供給がストップしても、学

内に上水を供給することが可能となりました。 

※上水使用量は井水浄化システムの浄化水をふくむ。

(年度) 

(年度) 

（百万ｋWｈ） 

（百万㎥） 

（KL） 
（千㎥） 

（千㎥） 

(年度) 

(年度) 

(年度) 

光熱水量



廃棄物等排出量及び低減対策

１．廃棄物の発生抑制、低減対策等
筑波大学では、紙の削減計画の一環として両面コ
ピーの推進や２ＵＰ印刷等を奨励し、教員・職員・
学生など全構成員の個々人のコスト意識の向上に
より節減された経費を教育研究の充実に役立てる
べく努めています。
本学のゴミの排出量は、つくば市に占める割合が
％程度あり、ゴミ抑制方策、リサイクルの推進や
ゴミの分別収集など積極的に取り組むことが重要

となっています。
低減の取り組みとしては、エコステーションを設
置することで、ペットボトル、缶、ビン等の分別回
収を推進し、リサイクル（売却）に努めています。
また、温室効果ガス削減対策の一環として、機密
書類等の焼却処理をやめ、製紙工場での溶解処理
を導入しています。
平成２７年度からの３年間の一般廃棄物に関す
る排出量と処分に要した経費は表１のとおりです。

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度

kg kg kg kg

大学構内 570,230 575,554 550,034 △ 25,520

学生宿舎

病院地区 916,530 916,250 916,060 △ 190

東京キャンパス 175,943 177,345 172,107 △ 5,238

計 1,662,703 1,669,149 1,638,201 △ 30,948

大学構内 16,240 14,713 14,574 △ 139

学生宿舎

病院地区 0 0 0 0

東京キャンパス 3,257 9,410 6,983 △ 2,427

計 19,497 24,123 21,557 △ 2,566

大学構内 1,790 0 0 0

病院地区 0 0 0 0

東京キャンパス 117,425 127,027 0 △ 127,027

計 119,215 127,027 0 △ 127,027

大学構内 0 0 0 0

病院地区 0 0 0 0

東京キャンパス 14,149 39,745 5,237 △ 34,508

計 14,149 39,745 5,237 △ 34,508

大学構内 0 0 0 0

病院地区 0 0 0 0

東京キャンパス 7,444 20,583 3,491 △ 17,092

計 7,444 20,583 3,491 △ 17,092

大学構内 11,010 8,360 7,900 △ 460

病院地区 3,320 3,470 3,170 △ 300

東京キャンパス 641 2,130 1,746 △ 384

計 14,971 13,960 12,816 △ 1,144

1,837,979 1,894,587 1,681,302 △ 213,285

金　額（単位：千円） 32,477 50,210 44,200 △ 6,010

増△減の要因等

表１　年度別一般廃棄物処分量及び経費

粗大ゴミ

対前年度増△減
（H29－H28)

種　　類

可燃物

缶

ビン

不燃物

合　計

ペットボトル

処 分 量

H30.5.31　施設マネジメント課



平成27年度 平成28年度 平成29年度

kg kg kg kg

廃プラスチック・金属類 629,544 534,930 521,329 △ 13,601

414,2226,8802,6006,32ずく木

0000ヤイタ廃

0ずくトーリクンコ 3,684 1,650 △ 2,034

01 △0010石岩

0000クイバ廃・車転自廃

廃乾電池 2,080 3,049 3,006 △ 43

廃蛍光灯 3,557 4,680 4,260 △ 420

ガラスくず・陶磁器くず 8,496 9,054 10,184 1,130

833,55239,25液廃･油廃 35,411 △ 19,927

動物の死体 60,778 63,270 70,589 7,319

感染症廃棄物 248,403 269,339 315,162 45,823

609 △43049803,4薬試廃

031,11208,72276,61658,32泥汚

がれき類 58,970 41,017 27,707 △ 13,310

395,1866,157986酸廃

8219リカルア廃 2,275 2,267

9629030405等綿石廃

451,97451,9700ＢＣＰ

403屑維繊・屑紙 7,040 1,740 △ 5,300

7240らがえ燃 84,310 83,883

134,971212,591,1187,510,1974,811,1計　合

金　額（単位：千円） 74,964 84,528 108,933 24,405

増△減の要因等
対前年度増△減

（H29-H28)

表２　年度別産業廃棄物処分量及び経費

種　　類
処　　　　　分　　　　　量

                   H30.5.31　施設マネジメント課

２．産業廃棄物総排出量と処理経費

平成27年度からの３年間の産業廃棄物に関する
排出量と処分に要した経費は表２のとおりです。

表３に附属病院における平成28、29年度の
産業廃棄物と感染症廃棄物の処分量を示し
ます。

平成２８年度 平成２９年度 平成２８年度 平成２９年度

（産業廃棄物）

固定不燃物 237,750 229,160 16,962 16,630

粗大ごみ 10,140 14,380 383 565

（感染性廃棄物）

固形・鋭利物 265,114 311,118 20,151 23,520

液状・汚泥物 6,943 7,778 884 991

※感染性廃棄物の一部は、院内処理施設にて乾熱処理し、産業廃棄物として処分している。

処分量（ｋｇ） 経費（単位：千円）
種類

表３　平成 28、29 年度病院地区産業廃棄物・
　　　感染性廃棄物処分量及び経費



グリーン購入・調達の状況 

１．購入・調達の方針、目標、計画 

（１）購入・調達の方針

 本学は「国等による環境物品の調達の推進等に関

する法律」（グリーン購入法）を厳守し、可能な限り

環境への不可の少ない物品の調達に努めるため「環

境物品等の調達の推進を図るための方針」を策定し、

公表しています。（環境省へ毎年報告） 

（２）目標、計画

 特定調達品目については、その調達目標を１０

０％と定め、環境負荷軽減に努めています。また、

特定調達以外の調達に関してもエコマーク製品の 

調達や OA 機器、家電製品など、より消費電力が少

なく、かつ、再生材料を多く活用しているものを選

択するなど環境に配慮しています。 

 さらに、公共工事の要素である資材・建設機械等

の使用に際し、コスト等に留意し、環境負荷に配慮

した公共工事を積極的に推進していきます。 

２．グリーン購入・調達の助教 

 本学における「年度別調達品目調達状況」を表に

示します。調達達成率は、コピー用紙が９９％で、

その他は１００％です。 

総調達数量 単位 品目数 総調達数量 単位 品目数 総調達数量 単位 品目数

紙類 326,890 kg 7 325,543 kg 7 320,128 kg 7

文具類 768,991 件 78 765,904 件 78 766,183 件 78

オフイス家具等 4,336 台 10 4,318 台 10 3,982 台 10

OA機器 5,372 台 9 5,352 台 9 3,048 台 17

　　　関連用品 64,630 個 7 64,370 個 7 64,150 個 4

家電製品 107 台 6 107 台 6 59 台 6

エアーコンデショナー等 96 台 3 96 台 3 40 台 2

温水機器等 0 台 0 0 台 0 0 台 0

照明 11,552 件 4 11,505 件 4 17,488 件 4

自動車等 1 台 1 1 台 1 2 台 1

　　　関連用品 4 件 1 4 件 1 4 件 1

消火器 232 本 1 231 本 1 0 本 0

制服・作業服 3,715 着 3 3,700 着 3 3,933 着 4

インテリア・寝装寝具

カーテン等 92 枚 2 92 枚 2 62 枚 2

　　　じゅうたん等 735 ㎡ 2 732 ㎡ 2 412 ㎡ 2

　　　寝具類等 359 枚 4 357 枚 4 152 枚 4

作業手袋 75,182 組 1 74,880 組 1 74,910 組 1

その他繊維製品 638 枚 7 636 枚 7 630 枚 7

役務 39,938 件 14 39,773 件 14 23,064 件 14

分野
平成28年度 平成29年度平成27年度

年度別特定調達品目達成状況



 

 

 

筑波大学総務部リスク・安全管理課 

〒305-8577 茨城県つくば市天王台１－１－１ 

TEL 029-853-2107 

FAX 029-853-2129 

E-mail so.anzen@un.tsukuba.ac.jp 

 

 

 

   作成部署・お問い合わせ先 編集方針 
「環境配慮促進法」に準拠し、環境省 
「環境報告ガイドライン ２０１２版」を
参考に、報告書を作成します。 

 

対象組織 
国立大学法人筑波大学 

 

報告期間 
平成 29 年度：2017 年 4 月～2018 年 3 月 
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